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令和３年10月

岡山県教育委員会　　　　

　

　この報告書は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定により、
岡山県教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点検
及び評価を行った結果を取りまとめ、岡山県議会に提出するとともに、一般
に公表するものであります。

  本報告書では、令和２年度岡山県教育委員会の活動状況について、教育委
員会会議での審議状況等をまとめるとともに、施策毎に取組状況や成果、課
題等を整理しております。学力向上については、授業改善や、家庭学習指
導・補充学習の充実に取り組むとともに、長期欠席・不登校については、支
援員の効果的な配置や学校全体の組織的な対応を推進してきたところであ
り、今後、学校経営力のさらなる強化に努め、学力向上や長期欠席・不登校
をはじめとする学校が抱える課題の解決や特色ある学校づくりにつなげてい
くことが必要であると考えております。また、あわせて有識者から第２次岡
山県教育振興基本計画の大項目ごとに評価・意見等を頂き、取組のさらなる
改善を図ることとしております。

　今日、グローバル化の進展などにより社会構造が変化するとともに、新学
習指導要領の実施により、学校と社会が次代を担う人材を育成していくとい
う目標を共有し、連携・協働しながら子どもたちに必要な資質能力を育む
「社会に開かれた教育課程」の実現が求められるなど、教育をめぐる状況が
大きく変動しています。また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、Ｉ
ＣＴの活用促進の加速化が進んでいます。その中で県教育委員会としては、
本県教育の使命を、子どもたちに自らの進路を切り拓く力を確実に身に付け
させるとともに、郷土岡山を愛し、より良い社会づくりに積極的に貢献する
人間を育てることと考えています。

　この使命を実現するために、総合教育会議における協議等を通して、知事
との連携をこれまで以上に深めながら、重点的に取り組んできた学力向上や
問題行動等への対応とともに、県内外において、さまざまな分野で主体的に
活躍する人材の育成に、よりスピード感を持って取り組むことが重要である
と考えています。

　令和３年度は、「教育県岡山の復活」を重点戦略の第一に掲げた「第３次
晴れの国おかやま生き活きプラン」や「第３次岡山県教育振興基本計画」の
計画期間の初年度であり、目標の達成に向け、市町村教育委員会や学校、家
庭、企業、関係団体等としっかり課題を共有し、協働しながら施策を徹底
し、教育行政を進めていくこととしております。引き続き皆様の御理解と御
協力を賜りますよう、よろしくお願いいたします。

［はじめに］
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課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■学習意欲や学級集団の意識の向上、学び合う集団の育成
・授業改革推進リーダー・推進員の配置等により、「岡山型学習指導のスタンダー
　ド」増補版の活用の徹底や地域の授業改善、校内指導体制の確立を引き続き進め
　ていくこととした。

■授業規律の確立
・新幼稚園教育要領に基づく教育の実践及び就学前教育の充実とともに、小学校へ
　の円滑な接続を推進するため、引き続き４歳児を対象とした早期支援の取組の普
　及を図ることとした。

■学校の荒れの解消
・問題行動の未然防止とともに、問題行動を初期段階で確実に捉え、早期の解決に
　向けた取組を徹底できるよう、教職員によるチーム対応や関係機関等との緊密な
　連携などを徹底し、引き続き、集中指導員等による指導・支援を行うことで、学
　校における組織的対応の充実を図ることとした。

■学習意欲や学級集団の意識の向上、学び合う集団の育成
・授業改革推進リーダー・推進員のチームを小学校３地区、中学校７地区に配置し、
　「岡山型学習指導のスタンダード」増補版の活用を徹底しながら、授業改善や校
　内指導体制の確立に向けた取組を推進している。

■授業規律の確立
・新幼稚園教育要領に基づく教育の実践の充実に向け、就学前教育担当者等が参加
　する会議を開催し、就学前教育の質的充実に向けて協議するなど、関係者と連携
　して取組を進めている。

■学校の荒れの解消
・集中指導員等による一定期間集中又は定期の訪問を通じた指導・支援や、総合教
　育センターによる学校コンサルテーションなどの取組により、校内体制づくりや、
　学校における組織的対応の充実を図っている。
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内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2
10.0人

以下
9.9人
以下

9.8人
以下

9.7人
以下

9.6人
以下

13.5人 14.5人 17.2人 18.6人 17.3人

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■学校の組織的対応力の向上
・生徒指導専任リーダーを、県内４地域に各１名配置し、各学校の組織的な長期欠
　席・不登校の未然防止の取組や生徒指導体制の構築に向けた支援を行った。
・小学校４校に専属教員を１名配置した専用教室を、中学校８校に専属教員と支援
　員を各１名配置した専用教室を設置し、教室復帰に向けた学習指導、生活支援等
　を行い、長期欠席・不登校の解消を図った。

■専門家の活用及び学校・家庭・関係機関等との連携の促進
・スクールカウンセラー（ＳＣ）の全校配置やスクールソーシャルワーカー（ＳＳ
　Ｗ）の学校への巡回訪問、専門指導員による学校への助言や不登校対策担当者養
　成研修を行うとともに、地域の人材を支援員として活用し、登校支援や別室支援
　を行い、長期欠席・不登校の抑制を図った。

■学校の組織的対応力の向上
・不登校の出現率は依然として高く、長期欠席・不登校対策スタンダードを更に徹
　底していくことで、各校の不登校対策への意識付けや組織的対応力の強化を図る
　こととした。

■専門家の活用及び学校・家庭・関係機関等との連携の促進
・ヤングケアラー等の新たな課題も含め、依然として相談ニーズは高く、課題が複
　雑で対応が困難なケースもあることから、今後も高い専門性が求められており、
　スーパービジョンや研修内容等の充実を図ることとした。

■学校の組織的対応力の向上
・不登校対策担当者への研修、専門指導員による学校訪問により、長期欠席・不登
　校対策スタンダードに基づく組織的対応の徹底を図るとともに、別室指導実践研
　究校による連絡協議会を開催し、ＩＣＴを活用した不登校対策を含む各校の取組
　について情報共有を図った。

■専門家の活用及び学校・家庭・関係機関等との連携の促進
・スーパーバイザーによる指導助言や研修会の実施により、ＳＣ・ＳＳＷの対応力
　の強化を図るとともに、ＳＳＷが校内研修等への活用のため、ヤングケアラーに
　ついての事例を共有することなど、関係機関とより有効な連携・支援を行うこと
　ができる体制の強化を図っているところである。

13.8人
(H27)

１－（２） 不登校問題への対応

　不登校の未然防止と早期対応に向けて、教職員の教育相談能力の向上、校内組織体制の確立、ス
クールソーシャルワーカー等の専門家の活用及び学校・家庭・関係機関等との連携を促進し、新た
な不登校を生まない取組を強化するとともに、長期欠席全体の減少に向けた取組を進めます。

小・中・高等学校における不登
校の出現割合（児童生徒１千人
当たり）

目 標 指 標
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本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■学力状況の把握
・学校経営力の向上を目的とした学校経営アドバイザーや県教委幹部による学校訪
　問について、第１回訪問を５月から７月にかけて、第２回訪問を９月から12月に
　かけて実施し、管理職のビジョンと戦略を支援している。

■「教える技術（授業力）」の向上
・中学校３校において、一人の教員が複数学年の教科指導を担当する教科の「タテ
　持ち」方式の研究に取り組んでいる。
・部活動指導員を県立学校17校（17名）に配置するとともに、22市町村に対して14
　2人分の部活動指導員の配置に係る補助金を交付した。
・育成指標及び研修計画の活用状況の把握等を行うため、引き続き岡山県・岡山市
　教員等育成協議会を開催する予定としている。
・新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、オンライン学習の必要性が生じたことを
　受け、教育クラウドの活用研修を実施した。

■優れた人材の確保等
・教員の資質向上や人材確保の方策について協議を行うため、今年度も引き続き岡
　山県・岡山市教員等育成協議会を開催する予定としている。

■教職員の健康管理
・管理職や衛生管理担当者に対して労働安全衛生に関する研修会を実施し、理解と
　意識醸成を図った。
・各所属に産業医を委嘱するとともに、好事例等を踏まえた所属と産業医の連携マ
　ニュアルを作成し、各所属の取組を支援している。
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令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■地域の実情を踏まえた特色ある学校づくり　■小規模小・中学校への支援
■小・中学校の統合を検討・実施する市町村への支援
・小・中学校が子どもの育成像を共有した上で地域と連携し、地域課題解決や地域
　の特色を生かした魅力づくり等を行う小・中学生の取組を推進することにより、
　小学校段階から地域への愛着や地元貢献意識を育て、将来のおかやま創生を担う
　人材の育成を図った。
・地域の自然・文化・産業・歴史・偉人など地域の良さを発見・再確認し、郷土に
　対する愛着や誇りを育むことを目指すとともに、小・中学生が将来の夢や目標を
　持ち、その実現に向けて粘り強く学習に取り組む一助とするため、岡山県や居住
　する地域を題材とする学習に取り組んだ成果を募集し、優れた取組を「晴れの国
　おかやま学びたい賞」として表彰することで、キャリア教育を推進した。
・「晴れの国おかやま学びたい賞」に応募した学校の児童生徒が、自らの学習成果
　を交流し、学習成果に対して他者からフィードバックを受けることにより、児童
　生徒が自らの学びを客観的に振り返り、これからの学びに見通しを持つとともに、
　学ぶ意欲の向上を目指すため、「晴れの国おかやま学びたい賞フォーラム」を開
　催した。
・国が全ての都道府県・政令市に少なくとも一つは設置することを目指している夜
　間中学等に関して、岡山県中学校夜間学級調査研究委員会において県内ニーズ調
　査の結果について検討を行い、令和３年３月に調査研究報告書を取りまとめた。

■地域の実情を踏まえた特色ある学校づくり　■小規模小・中学校への支援
■小・中学校の統合を検討・実施する市町村への支援
・将来のおかやま創生を担う人材の育成を図るため、引き続き、小・中学校が子ど
　もの育成像を共有した上で地域と連携し、地域課題解決や地域の特色を生かした
　魅力づくり等を行う小・中学生の取組を推進することとした。
・子どもたちの学ぶ意欲の向上を図るため、引き続き「晴れの国おかやま学びたい
　賞」及び「晴れの国おかやま学びたい賞フォーラム」を実施することとした。
・令和３年３月の調査研究報告書に基づき、公立中学校夜間学級の設置に向けて主
　体的に取り組み、市町村教育委員会においても前向きに検討が行われるよう働き
　掛けることとした。

■地域の実情を踏まえた特色ある学校づくり　■小規模小・中学校への支援
■小・中学校の統合を検討・実施する市町村への支援
・２中学校区において、小・中学校が子どもの育成像を共有した上で地域と連携し、
　地域課題解決や地域の特色を生かした魅力づくり等に取り組んでいる。
・「晴れの国おかやま学びたい賞」の作品を募集し、令和３年12月に「晴れの国お
　かやま学びたい賞フォーラム」を開催することとしている。
・公立中学校夜間学級の設置に向けて、令和３年４月に市町村教育委員会を対象と
　した説明会を開催し、対応窓口の明確化、学び直しを希望する方の個別の状況把
　握などについて働き掛けた。また、設置場所等の検討に当たって、実際に入学可
　能な方がどこにどれくらいいるのか把握するためのニーズ調査を実施している。

１－（５） 活力ある小・中学校づくり

　地域との協働関係を生かし、地域の実情を踏まえた魅力あるカリキュラムの導入等について支援
を行います。また、設置者である市町村が学校の適正規模化や学校種間の連携の在り方等を検討す
るに当たって、ニーズや実情を踏まえた指導・助言を行うとともに、学校統合を行う場合、小規模
校を存続させる場合、各々について支援を行います。
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内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2

91.0% 92.0% 93.0% 94.0% 95.0%

90.2% 90.3% 89.4% 90.1% 91.5%

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

■県立高等学校の教育体制整備
・岡山県立高等学校教育体制整備実施計画に掲げる複数校地の解消に向け、該当校
　ごとに県教育委員会と学校からなる校地検討委員会を設置し、検討を進めた。新
　見高校及び真庭高校については、令和２年度末に、校地整備方針を策定した。
・コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）については、新たに５校におい
　て導入し（岡山御津高校、玉野高校、邑久高校、林野高校、勝間田高校）、地域
　や学校の特色に応じた教育内容の充実、「社会に開かれた教育課程」の実現を図
　った。

■魅力ある高等学校づくりの推進
・「地域と連携した『高校の魅力化』フォーラム」を開催し、「おかやま創生　高
　校パワーアップ事業」推進校や、「高等学校魅力化推進事業」指定校等の研究成
　果の発表の場を設け、県下への普及を図った。
・高校生の学力向上に関して、実践発表等を行う合同分析会の開催により、各学校
　における授業改善に向けた取組の充実が図られた。
・高等学校魅力化推進事業（リージョナルモデル）については、邑久高校及び林野
　高校を追加し、推進校連絡協議会を実施し、各校の取組事例の共有やコーディネ
　ーターとの情報交換を図るなど、魅力ある学校づくりを進めた。

■県立高等学校の教育体制整備
・実施計画に掲げる複数校地の解消に向け、策定した校地整備方針に基づき、該当校
　の教育内容の充実や、施設･設備の整備に向けた協議を県教育委員会と学校が引き
　続き行うこととした。

■魅力ある高等学校づくりの推進
・実施計画を踏まえ、魅力ある高等学校づくりに向けた取組を推進することとした。
　①時代をリードする教育内容等の研究
　　高等学校魅力化推進事業（リーディングモデル）…２校
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（岡山朝日高校、岡山工業高校）
    学校経営予算重点事業枠　　　　　　　　　　　…４校
　　　　　　　　　　　（興陽高校、岡山東商業高校、倉敷商業高校、総社南高校）
　②小規模校における地域との連携の在り方等の研究
    高等学校魅力化推進事業（リージョナルモデル）…10校
　　　　　　　　　　（笠岡工業高校、笠岡商業高校、高梁城南高校、鴨方高校、
　　　　　　　　　　　矢掛高校、和気閑谷高校、邑久高校、林野高校、
　　　　　　　　　　　岡山御津高校、勝間田高校）
・県立高校における探究活動の成果を発表する場として、令和３年度から新たに
　「高校生探究フォーラム」を開催することとした。

90.4%
(H27)

１－（６） 高等学校段階における教育の充実

　生徒数の減少が進む中、学習環境の維持や向上を行い、学校の活力を高めていくことができる県
立高等学校の教育体制を整備するとともに、おかやま創生を担う人材やグローバル・リーダー、科
学技術の発展を担う人材の育成等に向けて、時代の変化に対応した魅力ある高等学校づくりを推進
します。

高校生活に満足している生徒の
割合（県立高校生）

目 標 指 標

- 21 -







- 24 -



内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2

80.0% 85.0% 90.0% 95.0% 100%

86.8% 88.7% 88.7% 88.7% 83.0%

60件 80件 100件 125件 150件

68件 94件 100件 130件 151件

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

１－（８） 大学等との連携

　専門的な知見・資源を有する大学等高等教育機関や企業、公益法人やＮＰＯなど民間団体等と連
携を図り、学校や地域における子どもたちの学習活動の充実に努めます。

高大連携を実施している高等学
校の割合

目 標 指 標

■大学等との連携
・多くの高等学校が高大連携を実施しており、大学教員による高等学校での講義や、
　高校生向けの大学主催講座の設定等の学習活動の充実が図られた。
・大学生のインターンシップやボランティアへの参加を促進するため、ホームペー
　ジや大学での説明会などで周知や働きかけを行った。
・岡山県・岡山市教員等育成協議会を開催し、県内教員養成系大学と連携した人材
　育成について協議した。
・人と科学の未来館サイピアで大学・天文台等と連携し、科学体験機会の提供を
　行った。

■企業等との連携
・おかやま子ども応援人材バンクについて、登録団体の拡充や活用の促進を図った。
・社会教育主事がコーディネートして相談・助言等を行い、学校で活用できる企業
　の資源を生かした学習プログラムを企業と協働で作成し、「学習」と「社会」を
　つなぐ子どもの「学びの場」づくりを図った。

■大学等との連携
・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により大学主催講座の中止や、
　講義の実施形態等の変更により、取組が実施できない学校が見られた。また、高
　大連携の取組を実施していない学校が固定化されていることや、大学進学希望者
　が少ない学校における実施の少なさなどの課題があり、引き続き、事例の共有化
　を図ること等により連携を促進することとした。

■企業等との連携
・令和２年度に作成した学習プログラムは小学校対象のため、プログラムの対象を
　他の校種に広げるとともに、公民館などで実施できるプログラムを作成していく
　こととした。

77.4%
(H27)

49件
(H27)

おかやま子ども応援人材バンク
の活用数
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本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■補充学習への支援　■子どもの意欲やチャレンジ精神の喚起
・家庭学習のスタンダード増補版「家庭学習指導のすすめ」を基に、授業→家庭学
　習→小テスト→放課後等の補充学習の短期サイクルを丁寧に回し、学習上のつま
　ずきの確実な解消を図っている。

■ＩＣＴの利活用
・インターネット上で児童生徒が学校と繋がり、学習を進めるため、オンラインに
　よる教材の配信と回収をはじめ、オンデマンドによる学習動画の配信や、オンラ
　インによる同時双方向の学習指導、児童生徒への健康観察等の取組を引き続き進
　めている。
・県立高校では、生徒１人１台端末の導入を、令和３年度又は令和４年度の入学者
　から個人購入により、順次進めている。
・再度の臨時休業の場合においても、児童生徒の学びを保障するため、オンライン
　指導の実施体制や児童生徒１人１台端末の整備など、学校ＩＣＴ環境の整備を
　図っている。

- 31 -





- 33 -



評 価 者 名 岡本　典久（ライト電業株式会社代表取締役社長）

評 価
意 見

・ＩＣＴを効果的に活用した学習活動・ＧＩＧＡスクール構想実現に向けての確実
　な活動は進展しています。他の県との横並び、追いつくという発想から岡山が他
　の県をリードするという発想になり、新しい取組がスタートする事を期待しま
　す。

県 教 委 の
考 え 方

・児童生徒がＩＣＴを主体的に活用することで、各教科等での学びを深めるととも
　に、それぞれの学びを関連付け、探究する取組を進め、自ら問題を発見・解決
　し、自分の考えを形成する力の育成を図ってまいりました。また、国の調査にお
　いて、本県の教員のＩＣＴ活用指導力は上位ですが、一層向上させるため、優良
　事例をもとに、効果的な活用場面の設計や授業づくりに関する研修に取り組むと
　ともに、ＩＣＴを積極的に活用した新しい教育を岡山から発信してまいります。

評 価 者 名 卯月　由佳（国立教育政策研究所初等中等教育研究部総括研究官）

評 価
意 見

・学校の臨時休業による学習の遅れへの対応、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け
　た対応等、重要な取組が着実に進められていますので、今後の継続と発展を期待
　します。
・県立高校では個人購入により生徒１人１台端末の導入を進めているとのことです
　が、家庭の経済状況によって困難が生じていないか等の状況把握も期待します。
　それが国への予算要求のための資料にもなると考えられます。

県 教 委 の
考 え 方

・今後も、補充学習や家庭学習を支援する取組を推進し、個に応じた指導を行うと
　ともに、教員のＩＣＴ活用指導力の向上やオンライン指導体制の一層の充実を図
　ってまいります。
・県立高校では、個人購入による生徒１人１台端末の導入開始に併せて、住民税非
　課税世帯等で、端末を購入することが経済的に困難な家庭の生徒を対象に、貸出
　用端末やモバイルＷｉ－Ｆｉルータを整備しているところです。今後も、生徒の
　家庭の経済状況等により端末購入等における困難が生じることのないよう適切に
　状況把握を行ってまいります。

有識者による評価意見等及び教育委員会の考え方
（２　学びのチャレンジ精神の育成）

評 価 者 名 山本　珠美（青山学院大学教育人間科学部教育学科教授）

評 価
意 見

・令和２年度はコロナ禍により「オンライン授業」が一躍注目された年でした。Ｉ
　ＣＴ環境の整備は待ったなしの状況です。教員のＩＣＴ活用指導力の向上を含
　め、スピード感を持って取り組んでいただきたい点です。

県 教 委 の
考 え 方

・令和２年度末までに、高速大容量の通信環境や校内無線ＬＡＮなど、児童生徒１
　人１台端末や教育用クラウドの活用の基盤となる学校ＩＣＴ環境の整備を完了す
　るとともに、教員の力量に応じた研修等を行ってまいりました。令和３年度は「
　１人１台端末の学びへの活用」をテーマに、これまでの教育実践とＩＣＴを組み
　合わせ、児童生徒の学習の基盤となる資質・能力等の育成に取り組んでいるとこ
　ろであり、その実現のために必要不可欠な教員のＩＣＴ活用指導力の向上につい
　ても、引き続き、教員の力量に応じた研修や優良事例を用いた実践的な研修の充
　実を図ってまいります。

-34-



内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2

56.0% 67.0% 78.0% 89.0% 100%

63.7% 68.6% 78.6% 86.0% 74.8%

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■家庭教育に関する情報や学習機会の提供
・学校園長会等で保護者同士が互いに学び合う「親育ち応援学習プログラム（親プ
　ロ）」を活用した就学前の保護者を対象にした学習機会は、新型コロナウイルス
　感染症の影響で減少したが、チラシを作成しコロナ禍でもできる「親プロ」等の
　情報を発信した。
（「親育ち応援学習プログラム」等を活用した学習の回数：①990回⇒ ②470回）

■家庭教育に関する相談体制の強化
・教育と保健福祉との連携・体制整備を推進するため、地域の実態に応じた家庭教
　育支援チームづくりのポイントや好事例を示したリーフレットを活用して周知し、
　新型コロナウイス感染症の影響で立ち上げが困難な状況であったが、新たに１チ
　ーム立ち上げにつなげられた。
　（家庭教育支援チームの設置自治体： ①11市町 ⇒ ②12市町）

■家庭教育に関する情報や学習機会の提供
・「親育ち応援学習プログラム」の活用については、コロナ禍で実施が困難な中で
　も実施できる研修プログラムの提案や、入学説明会等での実施を促すために学校
　教育関係課との更なる連携が必要である。また働く保護者に対しての企業出前講
　座の拡大が必要である。

■家庭教育に関する相談体制の強化
・支援が必要な保護者に対しての訪問や相談交流事業については、訪問型につなが
　るよう、まずは家庭教育支援チームの結成を目指し、先進事例の収集、好事例の
　発信が必要である。

■家庭教育に関する情報や学習機会の提供
・「親プロ」の活用促進やファシリテーター同士のネットワーク強化のため、交流
　会をオンラインで実施したり、発表や対談の動画を作成しＤＶＤで配付している。

■家庭教育に関する相談体制の強化
・全市町村教育委員会に対して、引き続き保健福祉部局との連携を促すとともに、
　チームの立ち上げを検討している市町村を支援している。

33.7%
(H27)

３－（１）
家庭の教育力を高めることによる、子どもたちの生活習慣と学習
習慣の定着

　保護者に対して家庭教育に関する情報や学習機会の提供を行うとともに、家庭訪問や電話等によ
る相談体制の強化に努め、すべての教育の出発点である家庭の教育力を高めることで、子どもたち
の規則正しい生活習慣と学習習慣の定着を図ります。

就学前に「親育ち応援学習プロ
グラム」等を活用して保護者の
学習を実施した小学校の割合

目 標 指 標

３ 家庭・地域の教育力の向上
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内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2

85.0% 90.0% 95.0% 100% 100%

82.1% 99.2% 99.5% 100% 100%

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■学校教育支援、放課後等の活動支援、家庭教育支援の効果的な推進
・学校と地域の連携・協働を促進するために、地域学校協働活動推進員の委嘱を市
　町村に働きかけ、役割の明確化を図った。
・市町村等への働きかけにより、地域ぐるみで学校運営を支援する体制の構築や、
　放課後や休日の子どもの居場所づくりを推進した。
　（地域学校協働本部を設置する学校園：
　　①265学校園 ⇒ ②301学校園（岡山市・倉敷市を除く。))
　（放課後子ども教室設置状況：
　　①115教室 ⇒ ②111教室（岡山市・倉敷市を除く。))

■学校教育支援、放課後等の活動支援、家庭教育支援の効果的な推進
・地域連携担当教職員が地域との連携に時間を割けておらず、同時に他の教職員も
　地域との連携意識が低いことが課題である。また、地域学校協働活動と学校運営
　協議会制度との一体的な取組が求められており、そのメリットや効果を市町村教
　育委員会へ伝えると同時に、引き続き地域人材の育成に取り組むこととした。

■学校教育支援、放課後等の活動支援、家庭教育支援の効果的な推進
・市町村の体制整備を推進するために、地域学校協働活動推進員の委嘱や地域連携
　担当教職員の資質向上のための研修を行った。
・地域学校協働活動と学校運営協議会制度の効果的な取組を推進するため、教育庁
　内に所属横断のプロジェクトチームを設け、先進事例の収集や情報共有、市町村
　への指導・助言等を行う予定である。

71.4%
(H27)

３－（２）
地域住民の参画による学校教育支援、家庭教育支援等の取組と推
進

　地域住民の参画による学校教育支援、放課後等の活動支援、家庭教育支援を効果的に推進し、地
域ぐるみで子どもを健やかに育むとともに、学校・家庭・地域の教育力の向上を図ります。このた
め、学校と地域との連絡調整を行うコーディネーターや地域で子育てを支援する人材の発掘・育成
に努めます。

放課後子ども教室等を実施する
小学校の割合

目 標 指 標
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課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■キャリア教育の推進
・将来のおかやま創生を担う人材の育成を図るため、引き続き、小・中学校が子ど
　もの育成像を共有した上で地域と連携し、地域課題解決や地域の特色を生かした
　魅力づくり等を行う小・中学生の取組を推進することとした。（再掲）
・子どもたちの学ぶ意欲の向上を図るため、引き続き「晴れの国おかやま学びたい
　賞」及び「晴れの国おかやま学びたい賞フォーラム」を実施することとした。
　（再掲）
・企業訪問等の取組（コロナ禍においてはオンラインの取組も含む。）を積極的に
　行うよう各学校を指導し、地元企業の魅力を認識する機会の創出に努めることと
　した。

■職業教育の推進
・専門高校生の学ぶ目的意識の明確化や、社会的・職業的自立のために必要な能力
　を育成する取組を推進するとともに、高等学校等の取組や学科の特色について周
　知を図ることとした。

■キャリア教育の推進
・２中学校区において、小・中学校が子どもの育成像を共有した上で地域と連携し、
　地域課題解決や地域の特色を生かした魅力づくり等に取り組んでいる。（再掲）
・「晴れの国おかやま学びたい賞」の作品を募集し、令和３年12月に「晴れの国お
　かやま学びたい賞フォーラム」を開催することとしている。（再掲）
・地域と連携した教育（地域学等）を実施する中で、岡山経済同友会が作成した
　「おかやまＳＤＧｓマップ」を活用した企業訪問等を推進することとしている。

■職業教育の推進
・専門高校においてデジタル化対応装置の環境を整備することにより、最先端の職
　業教育を行う「スマート専門高校」を実現し、デジタルトランスフォーメーショ
　ン等に対応した地域の産業界を牽引する職業人材を育成することとしている。
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内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2

- 43.8% 45.9% 48.0% 50.0%

41.9% 測定不能 44.7% 測定不能 44.7%

- 41.8% 44.5% 47.3% 50.0%

38.3% 測定不能 36.5% 測定不能 43.4%

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

４－（１） 道徳教育の充実による規範意識の確立

　子どもたちの規範意識や人間関係構築力、自尊感情を高め、豊かな情操を育むため、学校教育全
体を通じて、さまざまな体験活動等を交えながら道徳教育の充実を図るとともに、学校・家庭・地
域が一体となった取組を推進します。さらに、道徳の教科化に対応し、指導方法や指導体制等に関
する実践的な研究を通して道徳の授業改善を進め、その成果の普及に努めます。

「人が困っているときは、進ん
で助けている」と回答した児童
の割合（小学校６年生）

目 標 指 標

■道徳教育の充実
・道徳教育推進教員等を対象に、本県の道徳教育の課題を基に、各校園及び地域に
　おける道徳教育推進の体制づくりや具体的な取組の在り方等について認識を深め
　るとともに、道徳教育における課題等の解決等に関する研修を行い、教員の指導
　力の向上を図った。（再掲）
　（全学級で道徳の授業公開を実施した学校の割合：小学校①81.4％ ⇒ ②62.6％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中学校①80.3％ ⇒ ②56.0％）
　
■体験活動の推進
・児童の自立心や主体性、問題解決能力等の育成を図るために実施する小学校長期
　宿泊体験活動への参加校の拡大に向け、モデルプログラムや実施上の工夫等をま
　とめた事例集の各学校への普及を図った。

■道徳教育の充実
・道徳教育における課題等の解決等を図るための実践的な研修や、授業の好事例の
　普及を引き続き行うこととした。（再掲）

■体験活動の推進
・小学校長期宿泊体験活動が各学校で実施されるよう、新型コロナウイルス感染症
　の影響も考慮しながら、国や県の事業の活用について周知することとした。

■道徳教育の充実
・道徳教育の実践的な研修、郷土資料の作成、授業の好事例の普及に引き続き取り
　組んでいる。（再掲）

■体験活動の推進
・新型コロナウイルス感染症の影響も考慮しながら、国や県の事業の活用について
　周知している。

39.6%
(H28.4)

36.2%
(H28.4)

「人が困っているときは、進ん
で助けている」と回答した生徒
の割合（中学校３年生）

４ 規範意識と思いやりの心、健やかな体の育成
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内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2
4.0件
以下

3.8件
以下

3.6件
以下

3.4件
以下

3.2件
以下

5.2件 5.8件 6.0件 6.5件 5.5件

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

■学校の組織的取組の充実
・「いじめについて考える週間」等における生徒会等を中心とした取組や、いじめ
　防止ポスター・標語の募集等を通じて、未然防止に向けた児童生徒の主体的な取
　組を推進した。
・アプリを利用した匿名によるいじめ等の相談・報告システムを全県立学校で活用
　し、いじめの早期発見・早期対応に取り組んだ。（いじめに関する相談件数28件）
・問題行動が見られる学校への集中的・継続的な支援を実施し､状況の改善に努めた｡
　（学級崩壊等早期対応事業：①延べ482回派遣 ⇒ ②延べ539回派遣)

■関係機関との連携
・スクールカウンセラー（ＳＣ）やスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）等の専
　門家を活用した課題解消に向けた取組を進めることにより、関係機関との連携が
　図られ、支援ニーズに応じた対応を行えた。
　（ＳＣを公立小・中学校の全校に配置）
　（ＳＳＷの対応件数：①1,442件 ⇒ ②1,337件）

■学校の組織的取組の充実
・組織的な生徒指導の推進を県内全域に普及するため、地域の小学校を巡回指導す
　る生徒指導専任リーダーを県内２地域に各１名を配置し、生徒指導や不登校担当
　者への指導・助言を引き続き行うこととした。
・問題行動等を初期段階で確実に捉え、解決に向けた取組を徹底するため、引き続
　き学校における組織的対応の充実を図る必要があることから、集中指導員等の学
　校訪問や、市町村教育委員会等へ随時、働きかけを行うこととした。
・アプリを活用した相談や報告について、導入率の向上を図る必要があることから、
　１人１台端末へのアプリのダウンロードを推進することとした。

■関係機関との連携
・児童生徒の抱える課題が複雑化・多様化しているため、ＳＣ・ＳＳＷ等の専門家
　の活用により、関係機関との効果的な連携を行うとともに、スーパーバイザーに
　よる指導助言や研修会の実施により、対応力の向上を図ることとした。

5.1件
(H27)

４－（２） いじめや暴力行為等への対策の推進

　いじめや暴力行為等の問題行動への対策として、関係機関と連携した取組を進めるとともに、子
どもたちの自主的・自発的な活動を充実させ、新たな問題行動を生まない魅力ある学校づくりを推
進します。また、問題行動を初期段階で確実に捉え、解決に向けた取組を徹底できるよう、核と
なって活動できる教員を育成し、学校における組織的対応を充実させます。さらに、子どもの家庭
環境等を踏まえ、就学前からの早期対応を行います。
　その他、問題行動や非行に対しては関係機関が連携して適切に対処するほか、学校が警察と協働
で実施する非行防止教室を中心とした「心（社会道徳や規範）と命（生命の大切さ）の教育活動」
などを通じて、規範意識の向上に努めます。また、警察本部に設置した学校警察連絡室を核とし
て、警察と学校が連携した少年非行情勢の改善を図ります。

小・中・高等学校における暴力
行為の発生割合（児童生徒１千
人当たり）

目 標 指 標
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内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2

- 45.8% 47.2% 48.6% 50.0%

38.5% 39.6% 41.1% 測定不能 30.7%

- 22.5% 23.3% 24.2% 25.0%

18.5% 20.2% 22.1% 測定不能 18.0%

50.0% 55.0% 60.0% 60.0% 60.0%

42.1% 52.9% 57.4% 63.0% 58.4%

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

４－（４） 郷土愛の醸成

　自然、歴史・伝統、民俗・文化、人物など地域の特性に根ざした学習を学校の教育活動全体を通
じて行うとともに、文化・スポーツ等の体験活動を通して、子どもたちが生まれ育った地域への理
解を深めることにより、郷土愛の醸成を図り、郷土岡山の活力を生み出す人材の育成につなげま
す。

「今住んでいる地域の行事に参
加している」と回答した児童の
割合（小学校６年生）

目 標 指 標

■地域への理解を深める教育の推進
・道徳教育推進教員等を対象に、本県の道徳教育の課題を基に、各校園及び地域に
　おける道徳教育推進の体制づくりや具体的な取組の在り方等について認識を深め
　るとともに、道徳教育における課題等の解決等に関する研修を行い、教員の指導
　力の向上を図った。（再掲）
　（全学級で道徳の授業公開を実施した学校の割合：小学校①81.4％ ⇒ ②62.6％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中学校①80.3％ ⇒ ②56.0％）
・おかやま民俗芸能フェスティバル2020秋を特別史跡旧閑谷学校で開催し、次世代
　への民俗芸能の継承に向けた機運を醸成した。
・県立博物館等で歴史や文化を体感できる出前授業を実施し、教育普及活動や学校
　教育との連携の充実を図った。

■地域への理解を深める教育の推進
・道徳教育における課題の解決を図るため実践的な研修や、授業の好事例の普及を
　引き続き行うこととした。（再掲）
・県内各地に伝わる民俗芸能の保存伝承を図るため、子どもを中心とした民俗芸能
　団体等の発表の場を設け、県民の郷土の歴史・伝統、芸能などに対する理解と関
　心を一層深めることとした。

■地域への理解を深める教育の推進
・道徳教育の実践的な研修、郷土資料の作成、授業の好事例の普及に引き続き取り
　組んでいる。（再掲）
・民俗芸能ガイドブック（備前・備中・美作）を用いて、県内の小学校において、
　文化財の大切さや地域の良さについて考える授業を行う予定である。

42.9%
(H28.4)

20.7%
(H28.4)

「今住んでいる地域の行事に参
加している」と回答した生徒の
割合（県立高校生）

43.5%
(H27)

「今住んでいる地域の行事に参
加している」と回答した生徒の
割合（中学校３年生）
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内容 現況値 H28 H29 H30 R1 R2

470人 490人 510人 530人 550人

471人 492人 507人 532人 559人

令和２年度
中における
取 組 状 況
と 成 果

課 題 と
対 応 策

■学校教育における人権教育の推進
・各種研修で指導資料等をもとに人権教育の進め方や授業改善のポイントを説明した
　り、拠点校の実践を紹介し、教職員の人権教育の指導力向上を図った。
・児童虐待防止に係る専門的な研修をオンラインで実施し、関係機関とのよりよい連
　携のあり方等について理解を深めるとともに、教職員等の児童虐待への対応力向上
　を図った。
・教職員の様々な人権問題への認識を深め、資質と指導力の向上を図るため、県立
　学校への訪問研修を実施した。

■家庭・地域における人権教育の推進
・子どもの人権感覚の育成に果たす保護者の役割が重要であることから、ＰＴＡ指
　導者を対象とした研修を実施し、指導者としての資質向上を図った。（オンライ
　ン488人）
・公民館職員等を対象に人権教育・啓発の中心となる指導者を養成し、さらに修了
　者を対象にしたスキルアップ講座を実施した。
　（人権教育・啓発指導者講座Ⅰ　①25人修了　⇒　②27人修了）
　（人権教育・啓発指導者講座Ⅱ　①22人修了　⇒　②28人修了）

■学校教育における人権教育の推進
・学校教育については、人権課題を明確にした人権学習の取組が減少してきている
　ため、人権学習の取組を通して、教職員も児童生徒も人権意識が高まるように、
　指導内容・方法の充実・改善を図る必要がある。
・引き続き児童相談所、ＮＰＯ等との協働により、教職員の児童虐待対応力向上の
　ための専門的な研修を実施し、学校における児童虐待への対応力の向上を強化す
　ることとした。

■家庭・地域における人権教育の推進
・社会教育においても、住民が日常生活の中に生かせる人権感覚と実践的な態度を
　身に付けることを目指し、参加体験型の研修を実施する等の取組をさらに進める
　必要がある。そのため、受講者を増やすために市町村教育委員会に周知の依頼等
　を積極的に行うこととした。

452人
(H27)

４－（７） 人権教育の推進

　学校の教育活動全体を通じて、子どもたちの人権に関する知的理解を深め、人権感覚を育むこと
により、自他の人権を守ろうとする意識や態度を養い、実践行動につなげる取組を進めます。ま
た、家庭・地域においても、すべての人々の人権が尊重される「共生社会おかやま」の実現を目指
して、人権教育の充実を図ります。

地域において人権教育・啓発を
推進するために養成する指導者
の数（累計）

目 標 指 標
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本 報 告 書
作成時点の
進 捗 状 況

■学習成果の活用とより良い地域社会の形成
・新型コロナウイルス感染状況に応じて、研修の開催形式を変更しながら、現代的
　課題の解決に向けた研修プログラム開発講座を実施している。

■生涯学習活動を支援する環境づくり
・公民館等を活用した学び直し推進事業について、３市と県生涯学習センターでモ
　デル事業を行っている。
・小・中学生が学びたいときに学ぶことができるよう、県内の社会教育施設等を活
　用した学習用動画を掲載する学びのコンテンツサイトを開設した。

- 54 -







　令和２年度に制定改廃された教育関係の条例、規則等は次のとおりである。

岡山県職員特殊勤務手当支給条例の一部改正
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく
個人番号等の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正

岡山県教育委員会職員安全衛生管理規程の一部改正
岡山県教育委員会規則で定める申請書等の押印の義務付けの廃止に関する規則の制
定
岡山県立学校の管理運営に関する規則の一部改正
岡山県教育委員会事務局の組織及び事務分掌規則の一部改正
岡山県教育委員会職員の職の設置に関する規則の一部改正
岡山県生涯学習センターの組織及び事務分掌規則の一部改正
岡山県総合教育センター規則の一部改正
岡山県教育委員会事務決裁規程の一部改正
岡山県教育委員会文書規程の一部改正
岡山県教育委員会職員の服務規程の一部改正
岡山県立学校の管理運営に関する規則の一部改正
岡山県立中学校、高等学校及び中等教育学校の通学区域に関する規則の一部改正
教育職員の免許状に関する規則の一部改正
教育職員の免許状の有効期間の更新等に関する規則の一部改正
岡山県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部改正
岡山県立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則の制定

岡山県教育委員会委員（令和３年３月31日現在）

職 名 氏 名

教育長 鍵 本 芳 明

職 名 氏 名

ライト電業株式会社
代表取締役社長

意見を頂いた有識者

R2.9.8

教育長職務代理者 田 野 美 佐

（参考資料１）地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）抜粋

　（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）
第26条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教育長に委任さ
　れた事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事務局職員等に委任され
　た事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に
　関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。
２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験を有する者の
　知見の活用を図るものとする。

（参考資料２）条例、規則等の制定改廃

日付 題名

委員 梶 谷 俊 介

委員 上 地 玲 子

委員

教育長職務代理者 松 田 欣 也

服 部 俊 也

【 条 例 】

日付

山 本 珠 美

国立教育政策研究所
初等中等教育研究部総括研究官

卯 月 由 佳

岡 本 典 久

青山学院大学教育人間科学部
教育学科 　教授

R2.10.6

【規則等】
題名

R3.1.12

R3.2.9

R3.3.26

R3.3.30

- 57 -


